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水道事業の概要

県営水道のあゆみ

給水区域拡張の変遷

＜創設時　昭和８年＞

　水道事業は、飲料水の不足などで困窮していた湘南地域の市町の要望を受け、昭和８年に湘南地区１市９町を給水区域とする県営水道とし

て業務を開始し、昭和15年には県営相模原水道が創設され、昭和27年の地方公営企業法施行に伴い、両水道を併せ全国的にも稀な県営の広域

水道として発足しました。その後、昭和29年に箱根地区を編入するなど順次給水区域を拡大し、平成26年４月１日現在では12市６町となり、

給水戸数127万3,138戸、給水人口279万5,250人、１日最大送水量108万409m
3
の大規模水道に発展しています。

＜現在＞

＜企業庁発足時　昭和27年＞

給水区域

１市９町

給水区域

６市５町１村

給水区域

12市６町
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安全で良質な水を安定的に供給しています

　年々増加する水需要に対処するため、水道施設の拡張事業を継続して実施しており、昭和17年度から昭和57年度にかけて、第１次から第８

次にわたる拡張事業を行い、昭和58年度から平成３年度にかけては、既存の水源で安定給水の充実を図るため施設拡充事業を行いました。

　さらに、平成４年度から宮ヶ瀬ダムに

よる相模川水系からの新規受水に対応す

るため、第９次拡張事業を実施し、現在

県営水道の施設は

・水源及び浄水場14箇所

・ポンプ所98箇所

・配水池136箇所

企業庁 - ４-

・導送配水管延長9,168kmとなり、全国有

数の大規模事業者となっています。

県営水道施設概要図
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（大規模事業者比較　平成25年度決算値）

事業規模がどの程度か 施設規模がどの程度か

1東京都 千人 1東京都 m
3

2横浜市 千人 2大阪市 m
3

3千葉県 千人 3横浜市 m
3

☆ 神奈川県 千人 ☆ 神奈川県 m
3

5大阪市 千人 5千葉県 m
3

11川崎市 千人 10川崎市 m
3

1東京都 千m
3 1東京都 km

2横浜市 千m
3 2横浜市 km

3大阪市 千m
3 ☆ 神奈川県 km

☆ 神奈川県 千m
3 4千葉県 km

4,632,200
1,313,600
1,254,000

386,874
380,625

12,983
3,716
2,953
2,795 1,080,409

972,059

27,334
9,282
9,168

2,680

1,472,779

313,612

549,600

8,930

1,453

5千葉県 千m
3 5札幌市 km

10川崎市 千m
3 20川崎市 km

給水区域の広さはどの程度か 生活用水の料金はどの程度か

1東京都 k㎡ 1大阪市 円(税込)
☆ 神奈川県 k㎡ 2浜松市 円(税込)
3岡山市 k㎡ 3静岡市 円(税込)
4新潟市 k㎡ 4川崎市 円(税込)
5千葉県 k㎡ 5北九州市 円(税込)
6横浜市 k㎡ 6広島市 円(税込)
21川崎市 k㎡ ☆ 神奈川県 円(税込)

※家事用 口径20mm,使用水量20m3 11横浜市 円(税込)
※金額は平成26年4月1日現在 12東京都 円(税込)

※大規模事業者とは、全国18政令市及び東京都・千葉県・神奈川県の21上水道事業者

435

750
722
566

301,431

1,235
809

144
2,652
2,710

2,523

2,408
2,463

5,984

2,073
2,160
2,210
2,224
2,397

165,672
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水道事業収益・費用及び利益の推移 （平成25年度決算、26年度当初予算反映）

消費税8%消費税5%消費税3%

488

527
541

534

601609586

570

665654
642635

653
633638638635

673675

647
628620

599600604648
億円

465

500
541

555585
593590

594
608598604602

672
661670659660

651650
632

617
600

585584593

657
億円

450

550

650

元 2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617181920212223242526

(億円)

■水道事業収益・費用の推移

水道事業収益

水道事業費用

(年度)

金額は税込み

～～

料金改定

12.3%料金改定

21.47%

料金改定

18.1%

消費税8%消費税5%消費税3%

消費税3%

79

132

18

△27 △30

48

△38 △19
億円-50

0

50

100

150

元 2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617181920212223242526

(億円)

■当年度・繰越利益の推移

繰越利益

当年度利益

(年度)

料金改定

21.47%
料金改定

18.1%
料金改定

12.3%

平成26年度の会計制度の見

直しにより、各種引当金の積

み増し等、移行経費として収

益に約47億円、費用に約70

億円が計上されており、大幅

な赤字を生じている。

-13 -22
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有収水量等の推移 （平成25年度決算、26年度当初予算反映）

300,000

350,000

(千m3)

■用途別有収水量

公共用

工業用

分水等

有収水量ﾋﾟｰｸ 354,396千m3

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

元 3 5 7 9 1113151719212325

(千人)

(年度)

■給水人口

有収水量314,125千m3

2,795千人

～～

企業庁 - ８-

150,000

200,000

250,000

元 2 3 4 5 6 7 8 91011121314151617181920212223242526

家事用

公共用

工業用

営業用

2,000
元 3 5 7 9 1113151719212325

(年度)

10

15

20

25

元 3 5 7 9 1113151719212325

(m3) ■家事用1戸1ヵ月使用水量

16.9m3

ピークより

30%減少～～

～～

ピーク

24.07m3

(年度) (年度)
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水道料金収入額の推移 （平成25年度決算、26年度当初予算反映）

40,000

50,000

60,000

(百万円)

分水等

料金収入ﾋﾟｰｸ

58,293百万円

47,878

57,510 57,892

53,171

金額は税込み

公共用

工業用

60%

70%

80%

90%

100%

■構成比

11.4%

2.9%

4.1%

3.2%

2,973百万円

5,007百万円

1,435百万円

10,000

20,000

30,000

40,000

元 2 3 4 5 6 7 8 91011121314151617181920212223242526

料金改定

改定率21.47%

消費税UP込み
料金改定

改定率18.1%

料金改定

改定率12.3%

家事用

営業用

0%

10%

20%

30%

40%

50%

元 3 5 7 91113151719212325

その他

工 業 用

公 共 用

営 業 用

家 事 用消費税UP

5%→8%～～

78.4%

34,085百万円

9,671百万円

(年度)(年度)
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平成25年度決算　収益・費用の構成

営業外費用

5,576

(9.6%)

営業外

収益

3,562

(5.9%)

給水装置

工事収益

1,008

(1.7%)

その他

営業収益

2,846

(4.7%)

特別利益

451

(0.8%)

水道利用

加入金

2,242

(3.7%)

職員費

6,805

(11.7%)

その他

営業費用

10,595

支払利息

3,795

(6.5%)

特別損失

57

(0.1%)

その他営業

外収益

1,320

(2.2%)

その他営業外費用

1,781

(3.1%)

金額は税込み

収益的収入
59,878百万円

収益的支出
58,170百万円

営業費用

52,537

(90.3%)

営業収益

55,865

(93.3%)

水道料金

52,011

(86.9%)

受水費

15,947

(27.4%)

減価償却費

13,548

(23.3%)

修繕費

5,642

(9.7%)

10,595

(18.2%)
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費用構成の推移 （平成25年度決算反映）

■性質別内訳 ■構成比
費用を固定費と変動費の
性質別に分解すると･･･

10.4% 10.7% 11.0%
11.3% 10.9% 9.8% 9.3% 9.7%

9.6% 9.2% 8.3%
8.0% 7.9% 7.2% 6.8% 6.5%

21.4% 20.9% 21.6% 20.4% 20.1% 21.2% 21.7% 21.4%

60%

70%

80%

90%

100%

修繕費

支払利息

その他費用

6,783 6,984

6,259 5,986
5,238 4,920

4,731
4,196 3,990 3,795

13,96113,621
13,660

12,562
12,044

12,42212,69012,434
50,000

60,000

70,000

(百万円)

修繕費

支払利息

その他費用

65,14065,028
63,236

61,675
60,035

58,52658,43058,170

60%

70%

80%

90%

100%
4.4% 変動費

・動力費

・薬品費

など

12.6% 12.5% 12.0% 12.2% 11.6% 11.9% 11.8% 11.7%

26.8% 26.9% 26.6% 27.1% 27.6% 27.4% 27.4% 27.4%

19.2% 19.7% 20.6% 21.1%
22.0% 22.6% 22.9% 23.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

18 19 20 21 22 23 24 25

職員費

減価償却費

受水費

8,219 8,142 7,591 7,496 6,946 6,936 6,919 6,805

17,43217,488
16,79816,73216,59916,04916,01115,947

12,48512,808
13,00713,00013,18313,19913,40913,548

6,783 6,984
6,943 6,964 6,532

5,724 5,411 5,642

0

10,000

20,000

30,000

40,000

18 19 20 21 22 23 24 25

職員費

減価償却費

受水費

(年度)(年度)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

固変分解

95.6% 固定費
・職員費

・受水費

・減価償

却費

・修繕費

など

(勘定科目法)
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企業債等発行額と残高の推移 （平成25年度決算、26年度当初予算反映）

88 88
75

60
88

69
94

50 60 50 50 50
30

10

20 15

20
20

20
92

20
72

26 20
40

60

0

100

200

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

(億円)

■企業債等 新規発行額の推移
企業債 長期借入金

(年度)

計108 計103

計75 計80
計88 計89

計114

計142

計80

計122

計76 計70

企業債繰上償還

のための借換債

52億円を含む

企業債繰上償還

のための借換債

72億円を含む

計70 計70

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

1,998 2,005 1,986 1,943 1,894 1,866 1,815
1,625 1,586 1,500 1,475 1,451 1,402 1,320

114 121 109 117 104 110 116
193 194 246 245 236 249 281

0

1,000

2,000

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

(億円)

■企業債等 年度末残高の推移 企業債 長期借入金

(年度)

ピーク 計 2,127億円
計1,601億円
ピークから27.8%減

計2,112 計2,096 計2,060 計1,998 計1,977 計1,931
計1,818 計1,780 計1,746 計1,720 計1,688 計1,651
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債務の状況（他事業者との比較） （平成25年度決算値）

企業債償還元金対減価償却費比率＝（企業債及び長期借入金償還元金）

/減価償却費×100

976億円
1,028億円

1,650億円

1,000億円

1,500億円

2,000億円

■①給水収益に対する企業債等残高の割合

給水収益 企業債等残高

[約2.3倍] [約2.7倍]

[約3.3倍] 64.8%
60.0%

79.4%

0%

30%

60%

90%

全国平均 県内平均 神奈川県

■②企業債償還元金対減価償却費比率

/減価償却費×100

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ＝（営業収益-営業費用+受取利息）/支払利息

給水収益に対する企業債等残高の割合＝（(企業債+長期借入金残高)/給水収益）

　資本の回収と再投資のバランスを見る指標で、一般的に100%を超
えると再投資に当たって企業債等に頼らざるを得なくなるため、
100%以下であることが望ましい。

企業債等残高を給水収益と比較した場合の比率を示したもので、企業債
残高の規模と経営への影響を分析するための指標で割合が小さいほどよ
い。なお、給水収益は料金水準により変動を受ける。

金利支払能力を測る指標で、金利支払前の営業利益が金利支払額
の何倍あるかを算出する。倍率が高いほど、金利返済上の余裕が大
きいことを表す。

※全国平均の値は、全国18政令市及び東京都・千葉県・神奈川県の21上水道事業
者の平均値をいう

※県内平均の値は、横浜市・川崎市・横須賀市及び神奈川県の４上水道事業者の
平均値をいう

418億円
376億円

495億円

0億円

500億円

全国平均 県内平均 神奈川県

1.91倍

0.75倍 0.60倍

0倍

1倍

2倍

全国平均 県内平均 神奈川県

■③ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ
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経営分析（他事業者との比較）① （平成25年度決算値）

・解説 ・解説

総資本利益率＝当年度純利益/総資本 流動比率＝流動資産/流動負債×100

　総資本利益率は、
ROA(Return On Assets)
とも呼ばれ、経営資源で
ある総資産を如何に効率
的に活用して利益に結び
つけているかを示す指標
で、この指標が高いほ
ど、総合的な収益性が高
いことになります。

　事業の短期的安定性
（健全性）をみる指標の
ひとつとして、事業体の
支払能力があります。一
般に100％以上であるこ
とが必要とされ比率が高
いほど資金繰の状況と支
払能力に優れています。

0.94%

0.64%

0.28%

0.0%

0.4%

0.8%

1.2%

全国平均 県内平均 神奈川県

■①総資本利益率

351.5%
318.4%

259.1%

0%

100%

200%

300%

400%

全国平均 県内平均 神奈川県

■③流動比率

■収益性について ■安定性について

・解説
・解説

供給単価＝給水収益/有収水量

給水原価＝（経常費用－給水装置工事費－補助金－受託収益）/有収水量 自己資本構成比率＝（自己資本金＋剰余金）/（負債＋資本）×100

※全国平均の値は、全国18政令市及び東京都・千葉県・神奈川県の21上水道事業者の平均値をいう

※県内平均の値は、横浜市・川崎市・横須賀市及び神奈川県の４上水道事業者の平均値をいう

　財務状態の長期的安定
性を見る指標で、この比
率が高いほど安定性が高
いといえます。自己資本
は、借入資本と異なり原
則として返済する必要が
なく、支払利息が発生し
ないことから自己資本の
造成を図り、自己資本に
よる建設投資を行う方が
長期的に資本費を抑える
結果となります。

供給単価

　有収水量1m3当りどれ
だけの収入を得ているか
を表します。

給水原価

　有収水量1m3当りどれ
だけの費用がかかってい
るかを表します。

　供給差損が生じている
場合は、給水にかかる費
用が水道料金収入以外の
付帯収益で賄われている
ことを意味します。

65.6% 65.3%

53.9%

0%

20%

40%

60%

80%

全国平均 県内平均 神奈川県

■④自己資本構成比率

170.1 161.5 158.0167.7 171.6 165.4

0円

50円

100円
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全国平均 県内平均 神奈川県

■②給水原価・供給単価

供給単価
給水原価

供給差益

2.4円

供給差損

△10.1円

供給差損

△7.4円
付帯収益11円
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経営分析（他事業者との比較）② （平成25年度決算値）

・解説 ・解説

職員1人当り有収水量＝年間総有収水量/損益勘定職員数

施設利用率＝一日平均配水量/一日配水能力×100

　一日配水能力に対する
一日平均配水量の割合
で、浄水施設等が効率的
に使用されているかを判
断する指標です。この指
標が高いほど施設が効率
的であることを意味しま
す。

　損益勘定所属職員１人
当りの労働生産性を有収
水量を基準として見る指
標です。この値が高いほ
ど人的効率性が高いこと
を意味します。ただし、
受水の有無等によって影
響を受けます。

363,529m3 375,290m3

485,467m3

0

200,000

400,000

600,000

全国平均 県内平均 神奈川県

■⑤職員1人当り有収水量

■効率性について ■施設の状況について

62.3% 59.0%
63.4%

0%

20%

40%

60%

80%

全国平均 県内平均 神奈川県

■⑦施設利用率

施設利用率＝一日平均配水量/一日配水能力×100

・解説
・解説

配水管使用効率＝総配水量/導送配水管延長×100 有収率=年間総有収水量/年間総配水量×100

※全国平均の値は、全国18政令市及び東京都・千葉県・神奈川県の21上水道事業者の平均値をいう

※県内平均の値は、横浜市・川崎市・横須賀市及び神奈川県の４上水道事業者の平均値をいう

　配水管等が効率的に使
用されているかを判断す
る指標です。この指標が
高いほど施設が効率的で
あることを意味するもの
で、給水区域の人口密度
に影響を受けます。
　また、ライフラインと
しての重要性から、連絡
管等の管路整備が進むと
使用効率は低下します。

　年間の配水量に対する
有収水量（料金徴収の対
象となった水量）の割合
を表す指標です。有収率
が低いということは、漏
水が多いこと、メータの
不感、消防用水等いくつ
かの要因が考えられます
が、漏水、メータ不感等
による場合は、施設効率
が高くても収益につなが
らないこととなるため、
有収率の向上対策を講ず
る必要があります。

39.1%

48.9%

38.3%

0%

20%

40%

60%

全国平均 県内平均 神奈川県

■⑥配水管使用効率

92.1% 90.4% 89.3%
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■⑧有収率
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経営分析（他事業者との比較）③ （平成25年度決算値）

・解説 ・解説

職員１人当り給水人口＝給水人口/損益勘定職員数 給水人口１人当り債務残高=債務総額/給水人口

　損益勘定所属職員1人当
りの生産性を給水人口を
基準として見る指標で
す。この値が高いほど人
的効率性が高いことを意
味します。ただし、受水
の有無等によって影響を
受けます。

　債務は将来的に料金に
含んで回収し、返済に充
てる必要があるため、債
務の残高は、将来的な料
金水準を決める一つの要
因となります。ただし、
営業用・工業用等、家事
用以外の用途の使用水量
にも影響を受けます。

3,365人 3,233人

4,327人

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人
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■⑨職員１人当り給水人口

53.7千円

47.8千円

59.0千円

0千円

20千円

40千円

60千円

80千円

全国平均 県内平均 神奈川県

■⑪給水人口１人当り債務残高

■その他の分析について

職員１人当り給水人口＝給水人口/損益勘定職員数 給水人口１人当り債務残高=債務総額/給水人口

・解説 ・解説

職員１人当り営業収益＝営業収益/損益勘定職員数 給水区域内人口密度＝給水区域内面積/給水人口

※全国平均の値は、全国18政令市及び東京都・千葉県・神奈川県の21上水道事業者の平均値をいう

※県内平均の値は、横浜市・川崎市・横須賀市及び神奈川県の４上水道事業者の平均値をいう

　損益勘定所属職員1人当
りの生産性を営業収益を
基準として見る指標で
す。この値が高いほど人
的効率性が高いことを意
味します。ただし、料金
水準及び受託収益等に
よって影響を受けます。

　水道事業の経営を左右
する要因として、地理的
条件による差異がありま
す。
　都市部のように人口密
度が高い場合は、給水区
域面積が広く人口が分散
している地域に比べ、効
率的な事業運営が可能と
なります。

65,511

千円

66,140

千円
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千円
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■⑩職員1人当り営業収益

5,477
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6,524

人/k㎡
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■⑫給水区域内人口密度
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経営分析解説

神奈川県営水道の特徴として、人的効率が高く、比較的安い料金を実現しているが、利益が少なく自己資本の造成が進まな

かった結果、借入金が多く残った状態である。また給水区域内の人口密度が低く、配水管の使用効率が低いという問題を抱え

ている。借入金残高の多さと地理的要因による配水管使用効率の低さは、今後の人口減少社会において、他の事業者以上に経

営に長期的な圧迫を与える要因となることが考えられる。

経営資源の資本を活用して効率的に利益を生み出したかを見る総資本利益率は、0.28%と殆ど利益を生んでおらず、他事業者の平均と
比較しても特に低い水準にある。また、製造原価である給水原価、売価である供給単価の関係では、供給差損（△7.4円）を生じているこ
とから、主たる業務である給水活動は赤字を生んでおり、水道利用加入金など営業外収益や特別利益で損失を補填している状態である。

■まとめ

■収益性について

　財務の短期的安定性を見る流動比率は、100％以上であることが安定性の目安とされるが、259.1％と安定的であると言える。
　また、長期的安定性を見る自己資本構成比率は、53.9％と他事業者の平均に比べて低く、借入金の割合が高いことがわかる。

職員１人当り有収水量は他事業者に比べて高く、労働生産性は優れた値となっている。一方、資産総額の約７０％を占める管路の効率
性を見る指標である配水管使用効率は、全国平均に近いが、県内平均に比べると著しく低い。これは配水量に比較して管路延長が長いこ
とを示しており、都市化の進んでいない非効率な郊外地域等を抱える神奈川県営水道の大きな弱点といえる。

　浄水施設等の稼働率を示す施設利用率は63.4%と他事業者の平均を上回っており、効率的に運用されていると言える。しかし、配水量と
水道料金として収入のあった水量との比率である有収率は、89.3%と他事業者の平均を若干下回っており、改善の余地がある。

■安定性について

■効率性について

■施設の状況について
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これまでの経営改善の取り組み状況

■職員数の削減 ■職員給与費等の削減

■委託の拡大状況

平成18年度

平成19年度

民間活用の実施状況

・未納整理業務を３水道営業所で委託

・箱根水道施設運転管理業務の委託

・未納整理業務を５水道営業所に拡大

・お客さまコールセンターの設置（電話受付業務の委託）

　職員数の見直しに加え、給与費及び各種手当等の抑制に継続して取
り組んできました。この結果、平成17年度に約89億円あった職員費
給与費等は平成25年度には約71億円となり、平成17年度比で約18
億円・20.3%の削減を実施しました。

　経営の効率化やお客さまサービスの向上のため、民間活力の導入の
取り組みを行ってきました。

実施年度

813人

785人

741人
726人

695人 696人
687人

677人 676人

650人

700人

750人

800人

850人

H17年度比で

△137名減

16.9%減
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■組織の効率化
■企業債の借換及び繰上償還

・未納整理業務を８水道営業所に拡大

・未納整理業務を11水道営業所に拡大

・お客さまコールセンターの業務拡大(口座振替受付業務等)

・箱根水道営業所業務の包括委託業務を開始

・水道記念館の管理運営を協働事業化

平成19年度

平成20年度

・お客さまコールセンターの設置（電話受付業務の委託）

　水道営業所の再編を平成20年と21年に実施し、16所から11所とな
り、本庁組織は３局11課から１局１室３部10課体制となりました。

組織体制

・本庁組織３局11課体制を２局８課体制に再編

平成23年度

平成25年度

実施年度

平成18年度

平成20年度 ・湘南台支所、綾瀬水道営業所の２所を廃止

平成21年度

平成22年度

・逗子、二宮、綾瀬水道営業所の３所を廃止

・本庁組織２局８課体制を１局３部11課体制に再編

・本庁組織２局８課体制を１局１室３部10課体制に再編

平成26年度

　平成17年度から24年度までの特例措置として、低利の借換債の発
行と補償金免除繰上償還が一定条件のもとに認められ、水道事業にお
いて総額135億8,320万円の借換・繰上償還を行いました。
　これにより、借換・繰上償還を行わなかった場合に比べ約26億
8,880万円の支払利息の軽減となりました。

平成21年度

平成25年度
550人

600人

650人

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

～～
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企業庁経営方針 平成26年度～平成35年度

基本的な考え方

重点的な取組項目

(1)お客さまサービスの向上 (1)県内水道事業者等との連携や民間活力の活用

(2)情報提供の拡大や広報の強化 　ア　県内水道事業者との連携の推進

　県民やお客さまへのサービスの向上を図るとともに、収支両面からの不断の見直しやＩＣＴの利活用などを進め、経営改善に取り

組み、効率的な経営に努めます。また、平成26年度から導入される新たな地方公営企業会計基準に的確に対応していきます。

　併せて新たな課題に柔軟に対応することにより、地域社会や国際社会に｢貢献｣し、より一層、県民から信頼される地方公営企業を

めざします。

お客さま・県民サービスの充実・強化 民間活力の活用と組織力の強化

企業庁 - 20-

(2)情報提供の拡大や広報の強化 　ア　県内水道事業者との連携の推進

(3)環境に配慮した取組 　イ　民間活力の活用

　ウ　市町村やNPO等との協働の取組

(2)人材育成と組織力の強化

　ア　人材育成と能力開発の推進

(1)収入の確保と最適な料金制度の検討 　イ　他の水道事業者及び関連機関との技術交流の推進

　ア　収入の確保 　ウ　コンプライアンスの徹底

　イ　最適な料金制度の検討

(2)事業の見直しと投資規模の適正化

　ア　事業見直しと経費の節減

　イ　施設等の計画的な更新と長寿命化対策の推進

　ウ　公共工事コスト構造改善の取組の推進

　エ　財務体質の強化

ＩＣＴ利活用の推進

新たな会計基準への対応と経営の明確化

収入確保と効率的な事業運営
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水道事業経営計画 平成26年度～平成30年度

５年間の主な取組み 財政収支計画

より安全で良質な水づくり 　水道料金収入は減少が続く見込みですが、効率的な事業運営を行い、
○水質監視体制の強化や残留塩素濃度の低減化を図ります。 現行料金水準の下で、経営計画に定める主要事業の計画的な推進と着
○公道内の鉛製給水管を平成27年度までに解消します。 実な事業運営を図ります。

(単位:億円)

災害や事故に備えた強靭な水道づくり
○寒川第３浄水場や災害拠点病院への供給管路の耐震化を完了

します。

○主要な配水池や浄水場からの基幹管路の耐震化を推進します。

お客様から信頼される事業運営
○情報提供や広報の強化など、お客様サービスの向上に努めます。

○新たな会計基準に従い、引き続き効率的な経営を目指します。

609 

収益的支出 593 657 589 557 555 559 

525 532 530 521 517 525 
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安定した水の供給体制の確保 (利益剰余金又は欠損金)

○水道管の長寿命化を図りながら、老朽管の更新を推進します。

○水需要の減少に対応するため、配水池等の統廃合を推進します。

健全経営の堅持と経営基盤の強化
○近隣の水道事業者との広域化や民間企業等との連携を推進します。

○借入金残高の縮減を図るなど、財務体質の強化を図ります。

○水道料金体系の検討や水道料金減免制度の見直しを行います。

※（　）は、平成25年度まで適用される会計基準による。

地域社会や国際社会への貢献
○公衆衛生の向上等のため、海外への技術支援を推進します。

○「箱根地区水道事業包括委託」を通して、国内の民間企業が、

水道事業運営のノウハウを習得することを支援します。

き、職員費の縮減などの努めます。
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資本的支出

71  72  107 105 95  97  

286 301 293 

借入金残高を平成30年度末までに1,500億円程度に計画的に縮
減 させ、支払利息を削減するとともに、水道施設の再構築・統廃合や長

寿命化による維持修繕コストの100億円程度の抑制を図るほか、引き
続

事業運営資金残高 152 144 119 103 

5   当年度損益

支

うち建設改良事
業費等
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水道施設整備のロードマップ 30年後の目指す姿

将来にわたって、安全で良質な水の安定的な供給を持続していくため、30年程度先を展望し、水道システム

の再構築を推進します。
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